































































国連総会において、2005 年から 2014 年を「国連 ESD の 10 年」とすることが決定され
ましたが、これは我が国の提案によるものです。これまで、我が国は提唱国として ESD
を積極的に推進してまいりましたが、「ESD の 10 年」の最終年である本年 11 月に、愛知
県名古屋市及び岡山市において「ESD に関するユネスコ世界会議」を開催することとして



































３．ポスト 2015 年に向けた国際社会の動きを踏まえて 
 また、2015 年より先の開発のあり方についての議論も活発になってきています。昨年 5 月にはポス
ト 2015 年開発アジェンダに関するハイレベル・パネル報告書が発表され、現在も持続可能な開発目標
（SDGs）に関するワーキング・グループで議論が行われるなど、本年 9 月の第 69 回国連総会から始ま


























































































































































































 アフリカには外からの駐在員が 14 万人以上おり、40 億ドルの損失となっている。ある意味、これはアフリカが
グローバルな雇用市場から利益を得ている証拠ともなる。アフリカから専門家が流出すると、アフリカに送金と
















































  既存のものをまねるのではなく、ニッチな専門分野を明らかにする。 










































































































































































































































































































































































































































* Africa Journal, 2013. Interview of Philip Emeagwali, an African
• IT Expert Based in the USA
 African Development Bank Group, 2013. Annual Development
Effectiveness Review 2013: Towards sustainable growth for
Africa
 Oxford Analytica, 2013. Africa Higher Education Growth Leaves
Quality Concerns
 SARUA, www.sarua.org; UIS,2008; The World Bank
 The World Bank, 2011. The Africa Competitiveness Report
 The South and Eastern Africa Consortium for Monitoring
Educational Quality (SACMEQ), 2007
 Titanji, P.K, 2001. Scientific and Technological Challenges
Facing Africa in the Era of Globalization
 UNESCO 2012. Global Monitoring Report; 2012
 UNESCO 2012. Opportunities Lost: The impact of grade














































































































































































































































































































































































cooperationとかmutual understandingとかsisterhood とかsolidarity といった共存社会のような伝統が根付いてい
ると思います。そのようなアフリカの伝統・文化を生かし、例えばどのようなカリキュラムが使えるようになる
のか、どのような教育ができるようになるのか、お考えを聞かせていただけたらと思います。もう一つがリトル
先生に向けてですが、最後のスライドのところで sustainable peace とあったと思いますが、今後のポスト MDGs や




















問したいのは、political stability とか、国、アフリカにおける政治的なリーダーシップを教育の national agenda 
のど真ん中に据えるという、そういう決意というものがどの程度あるのかお聞きしたいと思います。リトル先生
には今のpolitical stabilityというのと関連するのかもしれませんが、特に東南アジアとかその辺りにおいて、日









































































































































く存在する。古くは 1960 年代のユネスコや OECD による「生涯学習」や「リカレント教育」の提唱はそ
の良い例であろう。 
 80 年代から 90 年代にかけて、世界銀行が中心となって進めた「教育の収益率分析」の「初等教育の





こそが経済成長を促進する要因だということを実証し、教育 MDGs の政策潮流やポスト 2015 の議論にも

















 戦後は、植民地が数多く独立した後の 1960 年代初頭に、アジア・アフリカ・ラテンアメリカの各地域
において、ユネスコが地域会議を開催し、初等教育の普遍化（UPE)を軸とする行動計画（カラチプラン、










Fast Track Initiative（後の Global Partnership for Education）が構築され、教育を対象としたグ
ローバルガバナンスの手法として、新しい可能性を提示した。 









枠組み構築は相当に進展している（ASEAN University Network 1995、AUN Quality Assurance 1998、
AUN/SEED-Net 2003 、ASEAN 社会文化共同体 2015 目標）。「アジア太平洋」の枠組みでも、アジア太平













EFA・MDGs の政策プロセスにおいては、EFA Development Index、MDGs Official Indicators、Human 
Development Index 等の新たな指標も生み出され、これらもグローバルガバナンスのツールとして一定
の役割を果たしてきた。 




を増している。OECD は、他にも PIAAC や AHELO といった、成人や高等教育を対象とした数量的モニタリ
ング手法の開発を推進し、それぞれに国際的な主導権を得ている。この動きは、リージョナルにも進展





究を基に策定された FTI インディカティブフレームワークは、途上国の教育行財政の Benchmark として
活用された。また、現在世界銀行が様々な国際的パートナーと共に研究開発している SABER も、教育政
策の基準設定を狙ったものである。 





















































































































営み。（Commission on Global Governance 1995、Weiss and 

























































→ASEAN University Network (AUN)1995 AUN Quality Assurance 1998 
- AUN/SEED-Net 2003 →ASEAN社会文化共同体-AUN＋3 2012
アジア太平洋経済協力会議 (1989）
- UMAP Credit Transfer System (UCTS) 1999  































































































































































































































3. グローバリゼーションの課題  
































































































































 輸出型経済・輸入型経済  高い技術力を持つ
グローバルな人材の需要




 高等教育に対する需要  しかし就職難
 ローコスト国における高価値の仕事






































































































































































































































































Human Development Report (UNDP 2013)
World Fact Book (US Gov't 2013)


















• 初等教育就学率は順調に改善 96.8% (2012/13)




































































































Learning from Indonesian Experiences





































Quality Improvement of Teachers and Education Personnel
RECSAM (マレイシア)
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出典： Education to Employment, McKinsey 2012
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児童生徒はどこで学習するか
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• E － 経験的 講義だけでは満足しない。何か刺激的なこと、
やる気が起きることがしたい。
• P － 参加型 プログラムの成果に参加したい。自分の考えを
アップロードしたい。
• I －イメージ豊か 新しい視点を模索し、アイデアが持てるような
心ひかれるイメージが欲しい。
• C－ つながり テクノロジーを通じて、諸問題について他の人
たちとソーシャルに直接やりとりしたい。
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出典: K12&Higher Ed Horizon report, Education Market Map, Futuresource 































Funds for Intel’ philanthropy efforts come from both Intel Corporation and the Intel Foundation.       
Copyright © 2012 Intel Corporation. All rights reserved. Intel and Intel Education are trademarks or 
registered trademarks of Intel Corporation or its subsidiaries in the United States and other countries.
21世紀には、すべての国が「学習国家」になれる
－教育のイノベーションを通じ、ユビキタス技術を活用して－
Sources: Intel information based on multiple frameworks, including McKinsey and Boston College 
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Intel® Teach プログラムの内容: 
どのコースも、教員が全教科で既存のカリキュラムを用いて21世紀型学習を支援できるように研修を提供する。































































































Download a brochure >
+ Intel Engage Community and Free Educator Resources
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製品
MNC OEM 製品
Intel® classmate PCs, 














発サポート、研究Intel® Education Software Intel® Education Alliance
Intel® Teach
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開始 拡大 持続 制度化
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21 世紀型スキルに関しての質問ですが、レヴィとマーネイン (Levy and Murnane) の近況の説得力、影響力のあ
る研究結果を載せたスライドが登場したかと思います。それは定型手仕事（routine manual skills）と非定形手仕






















































学者の Benedict Anderson 氏は少し別の、経済は万能ではないという見解を示しております。グローバリゼーショ
ンとうまく付き合うために必要なこと、それを彼は 2005 年日本の私立大学での講演において、「貿易よりも言
語」を、と表現を致しました。このようなカネ・モノの繋がりを中心とする現在のグローバリズムに対しまして、
人間的な繋がり、すなわち、異文化に対する感受性を養い、言語理解などを通して他者理解に励むことこそ大切
である、という様に申し上げました。換言すれば、生きた人間同士の繋がりこそがこうしたグローバル時代に必
要であると、述べております。 
2015 年を来年に控えた今、今後の教育協力のあり方を巡っては議論が尽きませんが、様々な形、インターネッ
トなどを通して、他者との出会いが可能である今、このような視点を心のどこかに持つことも必要なのかもしれ
ません。 
冒頭で申し上げましたが、このフォーラムは結論を見出すことを目的としておりません。本日のフォーラムが
参加者の皆様一人一人に何かしらの示唆を提供することができることがありましたら、主催者の一団体として大
変幸甚に思います。それでは時間になりました。 
ムウィリア先生、リトル先生、黒田先生、パラシオ先生、水野先生、ソナック先生に感謝の気持ちを込めまし
て今一度大きな拍手をお願いいたします。どうも有難うございました。 
以上を持ちまして第 11 回国際教育協力日本フォーラムのプログラムがすべて終了いたしました。主催団体に代
わりまして、基調講演者、パネリストの皆様、そして最後まで熱心に議論を盛り上げてくださいました会場の皆
様に心より感謝を申し上げます。どうも有難うございました。またこのフォーラムを後援いただきました国際協
力機構と九州大学、そして素晴らしい通訳をしていただいた通訳の方々にもお礼申し上げます。有難うございま
した。最後に事務局の準備を数か月にわたり手伝ってくださいました事務局の裏方の皆様、そしてインターンの
皆様、学生の皆様もどうも有難うございました。 
